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　　（1 ） IDCSは、新設分割により、簿価34億円の新会社 IDCFを設立する。



































































平成 21 年 2 月 2 日
ＩＤＣＳの新設分割により
ＩＤＣＦが設立（非適格）




株式購入対価 115 億円 ＩＤＣＦ株式
第２図：【事件概要図】（４～７）





















平成 21 年 3 月 30 日
ヤフーとＩＤＣＳが適格合併
繰越欠損金 666 億円 - 分割差益等 124 億円
＝繰越欠損金残額 542 億円












































平成 21 年 2 月 2 日
ＩＤＣＳの新設分割により
ＩＤＣＦが設立（非適格）














平成 21 年 3 月決算時に資産調整勘定





















































































































































































































































































































10）ヤフー事件 最一小判・前掲注３ IDCF事件 最二小判・前掲注３









































































































































































































































































































































































































































































































































































平成 14 年 12 月期
平成 15 年 12 月期









借方 金額 貸方 金額
（現金預金） 3,995 （受取配当金） 3,995




項目 金額 項目 金額
収益 3,995 益金 0
費用 3,995 損金 3,995
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